
英国相続税

は
じ
め
に

外
国
法
概
念
の
理
解
―
日
本
法
か
ら
離
れ
て

国
際
相
続
に
つ
い
て
確
定
的

統
一
的
な
定
義
は
な
い
が
、
日

本
と
外
国
の
双
方
に
お
い
て
相

続
税
・
贈
与
税
の
税
務
が
生
じ

る
こ
と
を
意
味
す
る
と
さ
れ

る
。
近
年
、
国
際
相
続
が
稀
で

は
な
く
な
っ
て
い
る
な
か
で
、

税
理
士
も
ま
た
、
外
国
法
概
念

に
向
き
合
わ
ざ
る
を
得
な
い
場

面
が
増
え
て
い
る
。
そ
こ
で

は
、
日
本
法
が
特
異
な
法
で
あ

る
こ
と
を
認
識
す
る
こ
と
は
存

外
に
重
要
で
あ
る
。
本
稿
で

は
、
英
国
相
続
税
に
つ
い
て
、

納
税
義
務
を
決
定
す
る
最
も
重

要
で
あ
り
な
が
ら
日
本
法
に
は

存
在
し
な
い
法
概
念
で
あ
る
ド

ミ
サ
イ
ル
を
中
心
に
、
相
続
税

法
を
巡
る
法
や
制
度
に
つ
い
て

考
察
し
た
。

�

英
国
相
続
税

１

ド
ミ
サ
イ
ル
の
重
要
性

英
国
相
続
税
は
、
賦
課
課
税

で
あ
り
、
被
相
続
人
の
状
況
を

考
慮
す
る
被
相
続
人
ベ
ー
ス
の

遺
産
課
税
方
式
の
税
で
あ
る
。

相
続
に
つ
い
て
は
、
清
算
主
義
、

相
続
分
割
主
義
に
よ
る
。
夫
婦

財
産
制
度
は
別
産
制
で
あ
る
。

死
亡
へ
の
課
税
根
拠
は
、
清

算
主
義
の
帰
結
と
し
て
一
般
債

権
者
の
利
益
等
の
公
益
を
考
慮

し
た
他
の
階
級
へ
の
所
得
の
再

配
分
で
あ
る
が
、
生
前
贈
与
に

比
し
て
公
平
で
あ
る
か
ら
と
も

さ
れ
る
。
家
族
保
護
に
関
し
て

は
、
子
孫
で
は
な
く
配
偶
者
又

は
シ
ビ
ル
・
パ
ー
ト
ナ
ー
（
以

下
「
配
偶
者
等
」
）
と
い
う
同

世
代
の
保
護
を
重
視
し
、
配
偶

者
等
に
分
配
さ
れ
た
財
産
は
控

除
の
対
象
と
な
る
。

英
国
相
続
税
は
、
財
産
価
値

そ
の
も
の
で
は
な
く
課
税
対
象

と
な
る
「
価
値
の
移
転
」
に
対

し
課
税
さ
れ
る
。
そ
れ
は
ま

た
、
取
得
者
に
お
け
る
財
産
の

増
加
に
課
税
さ
れ
る
も
の
で
は

な
い
。
納
税
義
務
の
決
定
は
、

被
相
続
人
の
ド
ミ
サ
イ
ル
に
基

づ
い
て
な
さ
れ
、
被
相
続
人
の

ド
ミ
サ
イ
ル
が
英
国
に
あ
れ

ば
、
そ
の
遺
産
に
対
し
全
世
界

課
税
が
な
さ
れ
る
（
こ
の
際
、

潜
在
的
免
税
贈
与
や
一
定
の
生

前
贈
与
が
加
算
さ
れ
る
）
。
被

相
続
人
の
ド
ミ
サ
イ
ル
が
英
国

外
で
あ
る
時
は
一
定
の
財
産
は

相
続
税
の
課
税
対
象
か
ら
除
外

さ
れ
る
。

具
体
的
な
計
算
は
、
次
の
よ

う
に
な
さ
れ
る
。
被
相
続
人
の

死
亡
直
前
に
権
利
を
有
し
て
い

た
課
税
対
象
遺
産
の
評
価
額
か

ら
債
務
、
葬
式
費
用
、
医
療

費
、
所
得
税
、
専
門
家
へ
の
報

酬
等
を
差
し
引
い
て
純
遺
産
額

を
算
出
し
、
純
遺
産
額
か
ら
各

種
の
控
除
を
差
し
引
い
た
残
額

が
免
税
点
（
£
３
２
５
０
０
０
）

を
超
え
た
場
合
、
こ
の
超
え
た

部
分
の
金
額
に
４０
％
の
比
例
税

率
を
乗
じ
て
税
額
を
算
出
す

る
。
こ
の
計
算
の
過
程
に
お
け

る
各
種
控
除
も
ド
ミ
サ
イ
ル
に

よ
り
異
な
る
。
こ
の
こ
と
か
ら

は
、
英
国
相
続
税
に
お
け
る

「
ド
ミ
サ
イ
ル
」
は
、
決
定
的

に
重
要
な
概
念
で
あ
る
こ
と
が

理
解
で
き
る
。

２

ド
ミ
サ
イ
ル
と
は

「
ド
ミ
サ
イ
ル
」
は
、
属
人

法
の
住
所
地
主
義
と
い
う
観
点

か
ら
は
、
日
本
法
の
「
住
所
」

概
念
と
類
似
す
る
。
し
か
し
、

ド
ミ
サ
イ
ル
は
、
①
客
観
的
な

居
住
の
事
実
の
ほ
か
に
、
②
永

住
の
意
思
と
い
う
主
観
的
な
要

件
を
必
要
と
し
、
さ
ら
に
、
法

領
域
と
の
結
び
つ
き
で
あ
る
点

な
ど
で
日
本
法
に
存
在
し
な
い

概
念
で
あ
る
。

ド
ミ
サ
イ
ル
は
、
英
国
相
続

税
に
と
っ
て
重
要
な
概
念
で
あ

る
が
、
租
税
法
上
の
定
義
規
定

は
存
在
し
な
い
。
し
た
が
っ

て
、
一
般
法
に
拠
る
が
、
制
定

法
上
の
定
め
も
な
い
。
そ
こ

で
、
通
常
の
日
常
的
な
意
味
に

お
い
て
解
釈
さ
れ
る
が
、
英
国

の
歳
入
関
税
庁
の
公
表
す
る
ガ

イ
ダ
ン
ス
に
よ
れ
ば
、
ド
ミ
サ

イ
ル
は
、
ひ
と
つ
は
必
ず
あ

り
、
ひ
と
つ
し
か
な
い
と
さ
れ

（
後
述
の
よ
う
に
、
実
際
は
複

数
存
在
し
う
る
。
）
、
３
種
類
に

分
類
さ
れ
る
。
そ
れ
は
、
①
出

生
ド
ミ
サ
イ
ル
、
②
選
択
ド
ミ

サ
イ
ル
、
③
被
扶
養
者
ド
ミ
サ

イ
ル
で
あ
る
。
①
出
生
ド
ミ
サ

イ
ル
は
、
出
生
時
に
父
の
ド
ミ

サ
イ
ル
に
従
っ
て
取
得
す
る
。

た
だ
し
、
父
母
が
未
婚
の
場
合

は
母
の
ド
ミ
サ
イ
ル
に
従
う
。

②
出
生
ド
ミ
サ
イ
ル
又
は
、
既

に
選
択
ド
ミ
サ
イ
ル
が
あ
る
場

合
に
は
、
こ
れ
ら
を
選
択
又
は

変
更
し
て
選
択
ド
ミ
サ
イ
ル
を

得
る
こ
と
が
で
き
る
。
選
択
に

際
し
て
は
、
要
件
の
存
在
は
納

税
者
に
お
い
て
立
証
可
能
で
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
近
年
ド
ミ

サ
イ
ル
を
用
い
た
租
税
回
避
が

プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
さ
れ
る
こ
と
か

ら
は
、
選
択
ド
ミ
サ
イ
ル
の
認

定
は
厳
格
と
さ
れ
る
。
③
被
扶

養
者
ド
ミ
サ
イ
ル
は
、
配
偶
者

・
子
と
い
っ
た
扶
養
さ
れ
て
い

る
者
の
ド
ミ
サ
イ
ル
を
い
う
。

妻
に
つ
い
て
は
、
婚
姻
に
よ
り

夫
の
ド
ミ
サ
イ
ル
に
従
う
も
の

と
さ
れ
て
い
た
が
、「
１
９
７
３

年
ド
ミ
サ
イ
ル
及
び
婚
姻
手
続

き
法
」
に
よ
り
、
同
法
施
行
後

は
妻
の
独
立
し
た
ド
ミ
サ
イ
ル

が
認
め
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ

た
。
こ
れ
に
伴
い
、
受
贈
配
偶

者
等
の
ド
ミ
サ
イ
ル
が
英
国
外

に
あ
る
場
合
の
贈
与
に
係
る
相

続
税
の
配
偶
者
控
除
（
贈
与
税

は
存
在
せ
ず
、
相
続
税
の
中
で

２０
％
の
税
率
で
課
税
さ
れ
る
）

も
控
除
上
限
額
（
£
５
５
０
０

０
）
と
回
数
制
限
（
１
回

の

み
）
が
設
け
ら
れ
た
。
子
に
つ

い
て
は
、
１６
歳
に
な
る
と
自
ら

の
意
思
で
ド
ミ
サ
イ
ル
を
選
択

で
き
る
が
、
そ
れ
ま
で
は
親
の

ド
ミ
サ
イ
ル
に
従
う
。

こ
の
ほ
か
、
相
続
税
法
上
、

最
も
重
要
な
事
項
と
し
て
、
相

続
税
特
有
の
み
な
し
ド
ミ
サ
イ

ル
が
あ
る
。
そ
れ
は
、
唯
一
制

定
法
上
の
ド
ミ
サ
イ
ル
で
あ
っ

て
（
２
６
７
条
）
、
た
と
え
、
死

亡
時
に
英
国
外
に
ド
ミ
サ
イ
ル

が
あ
っ
て
も
、
同
条
所
定
の
要

件
に
該
当
す
る
場
合
は
、
英
国

内
に
ド
ミ
サ
イ
ル
が
あ
っ
た
と

み
な
し
て
全
世
界
課
税
す
る
も

の
で
あ
る
。
租
税
回
避
防
止
を

目
的
と
す
る
規
定
の
ひ
と
つ
で

あ
る
。

３

二
重
課
税
排
除
と
ド
ミ
サ

イ
ル

二
重
課
税
排
除
に
は
、
外
国

税
額
控
除
と
租
税
条
約
が
あ
る

が
、
後
者
の
論
じ
ら
れ
る
比
重

が
大
き
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

租
税
条
約
に
は
、
次
の
よ
う
な

特
徴
も
あ
る
。
１
８
６
１
年
ド

ミ
サ
イ
ル
法
で
は
、
海
外
に
い

る
者
の
相
続
に
関
す
る
諸
問
題

の
解
決
に
は
条
約
が
有
効
で
あ

る
こ
と
が
既
に
認
識
さ
れ
て
い

た
。
ま
た
、
世
界
で
初
め
て
の

相

続

税

の

租

税

条

約

は

１
８
７
２
年
の
ス
イ
ス
と
英
国

間
の
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の

他
、
現
在
は
フ
ラ
ン
ス
・
イ
タ

リ
ア
と
の
条
約
に
お
け
る
所
在

地
条
項
に
基
づ
い
て
ド
ミ
サ
イ

ル
を
利
用
し
た
相
続
税
対
策
が

有
効
と
さ
れ
て
い
る
。
さ
ら

に
、
ス
イ
ス
と
の
租
税
条
約
に

関
し
て
だ
が
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
モ
デ

ル
条
約
に
お
い
て
は
ド
ミ
サ
イ

ル
は
一
つ
と
想
定
さ
れ
て
い
る

こ
と
と
は
異
な
り
、
同
条
約
で

は
複
数
の
ド
ミ
サ
イ
ル
が
存
在

し
た
場
合
を
想
定
し
た
所
在
地

条
項
が
規
定
さ
れ
て
い
る
。

�

不
服
申
立
制
度
の
改
正

英
国
統
治
機
構
は
、
Ｅ
Ｃ
条

約
批
准
や
欧
州
人
権
条
約
の
国

内
的
受
容
に
よ
り
大
き
く
変
容

し
た
と
さ
れ
る
。
こ
の
変
容
の

な
か
で
、
司
法
の
独
立
性
を
高

め
る
方
向
で
司
法
制
度
改
革
が

進
め
ら
れ
た
。
そ
こ
で
は
、
最

高
裁
判
所
が
貴
族
院
に
代
わ
り

（
２
０
０
９
年
）
、
立
法
府
、
内

閣
・
行
政
と
し
て
の
貴
族
院
か

ら
も
独
立
し
た
。
ま
た
、
国
家

組
織
上
大
き
な
権
力
の
あ
っ
た

大
法
官
制
度
も
廃
止
さ
れ
た

（
２
０
０
３
年
）
。
こ
れ
ら
に
伴

い
、
不
服
申
立
に
つ
い
て
も
、

従
来
の
一
般
委
員
会
、
特
別
委

員
会
等
が
廃
止
さ
れ
、
よ
り
高

い
独
立
性
を
有
す
る
機
関
と
し

て
、
２
０
０
９
年
４
月
よ
り
、

第
一
審
審
判
所
（F

ir
s
t
－
t

i
e
r
T
r
i
b
u
n
a
l

）
と
、

そ
の
上
訴
機
関
（
一
部
の
事
案

に
つ
い
て
は
第
一
審
）
と
し
て

の

上

級

審

判

所
（U

p
p
e
r

T
r
ib
u
n
a
l

）
が
設
け
ら
れ

た
。
上
級
審
判
所
に
は
司
法
的

な
決
定
を
す
る
権
限
が
あ
る
。

改
正
後
は
、
租
税
事
件
は
、

ま
ず
、
原
則
と
し
て
第
一
審
審

判
所
の
税
務
部
門
に
係
属
し
、

そ
の
決
定
に
不
服
が
あ
れ
ば
、

上
訴
許
可
を
得
て
上
級
審
判
所

の
「
租
税
及
び
財
務
部
門
」
へ

進
級
す
る
。
た
だ
し
、
第
一
審

審
判
所
の
決
定
に
対
す
る
不
服

申
立
の
う

ち
、
控

除
（t

a
x

r
e
l
ie
f

）
の
決
定
に
対
す
る

審
判
は
租
税
部
門
で
は
な
く
、

第
一
審
審
判
所
の
う
ち
「
社
会

保
障
及
び
子
供
援
助
部
門
」
で

行
う
。
こ
の
こ
と
は
、
税
と
社

会
保
障
の
交
錯
と
し
て
、
さ
ら

に
考
察
の
余
地
が
あ
る
。
上
級

審
判
所
の
決
定
に
不
服
が
あ
れ

ば
、
控
訴
院
、
最
高
裁
判
所
へ

と
上
訴
で
き
る
（
改
正
前
は
高

等
法
院
か
ら
控
訴
院
、
貴
族
院

と
進
級
し
た
。
）
。
１
９
９
８
年

人
権
法
施
行
（
２
０
０
０
年
）

後
は
、
欧
州
人
権
裁
判
所
に
上

訴
す
る
こ
と
も
で
き
る
。

�

欧
州
人
権
裁
判
所
判
例

１
９
９
８
年
人
権
法
の
制
定

に
よ
り
、
英
国
は
同
条
約
を
考

慮
し
た
立
法
及
び
解
釈
が
義
務

付
け
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、
欧

州
人
権
裁
判
所
は
、
最
高
裁
判

所
か
ら
の
上
訴
を
審
理
す
る
機

関
で
あ
り
、
こ
の
意
味
で
も
、

条
約
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
同
条
約
の
判
決
は
、
国

家
に
自
発
的
に
国
内
法
改
正
を

促
す
点
で
主
権
を
侵
害
せ
ず
、

租
税
法
律
主
義
に
も
反
し
な
い

点
で
興
味
深
い
も
の
と
考
え

る
。同

裁
判
所
に
係
属
し
た
相
続

税
の
事
案
の
な
か
に
は
、
シ
ビ

ル
・
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
法
の

施
行
と
い
う
家
族
法
変
化
の
中

で
、
長
年
同
居
し
た
未
婚
の
高

齢
の
姉
妹
が
、
き
ょ
う
だ
い
に

は
配
偶
者
控
除
の
適
用
が
な
い

こ
と
は
条
約
違
反
だ
と
し
て
争

っ
た
も
の
が
あ
る
。
そ
こ
で

は
、
相
続
税
納
税
の
た
め
に
住

居
を
売
却
す
る
こ
と
を
余
儀
な

く
さ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
る
こ
と

が
権
利
侵
害
と
認
定
さ
れ
た
。

そ
の
社
会
的
背
景
に
は
、
家
族

法
の
変
化
に
よ
り
租
税
に
お
け

る
配
偶
者
概
念
が
見
直
さ
れ
て

い
た
こ
と
等
の
ほ
か
、
資
産
価

値
上
昇
に
よ
り
住
居
が
高
騰

し
、
相
続
税
納
付
の
た
め
に
住

居
を
失
う
お
そ
れ
が
中
産
階
級

を
中
心
に
深
刻
な
問
題
と
さ
れ

て
い
た
英
国
事
情
が
あ
る
。

お
わ
り
に

英
国
相
続
税
は
、
計
算
過
程

や
租
税
法
の
基
本
原
則
は
日
本

法
と
類
似
し
て
お
り
理
解
し
や

す
い
が
、
納
税
義
務
の
判
断
の

前
提
は
、
多
く
の
点
で
全
く
異

な
っ
て
い
る
。
こ
こ
で
は
な
か

で
も
、
日
本
法
に
存
在
し
な
い

が
英
国
相
続
税
に
と
っ
て
決
定

的
な
概
念
で
あ
る
ド
ミ
サ
イ
ル

を
中
心
に
考
察
し
た
。
司
法
制

度
改
革
や
条
約
の
重
要
性
に
も

言
及
し
た
が
、
２１
世
紀
に
向
け

た
税
制
改
正
に
つ
い
て
は
、
今

後
の
検
討
課
題
と
し
た
い
。

※
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